
特例の適用を受けよ
うとする事業年度終
了の日の属する課税
期間の末日まで（参照
→P53注3）
消費税の確定申告の
期限の延長特例の適
用をやめようとする事
業年度終了の日の属す
る課税期間の末日まで

届出等が必要な場合は？１4
この章では、消費税の主な「届出」、「承認」及び「許可」関係について説明します。

　事業者は、消費税法に規定されている各種の届出等の要件に該当する事実が発生し
た場合及び承認又は許可を受ける必要が生じた場合には、納税地の所轄税務署長に対
し、その旨を記載した届出書、申請書等を提出しなければなりません。
　詳しくは、国税庁ホームページの税務手続の案内（税目別一覧）の消費税をご参照
ください。
　なお、各様式は国税庁ホームページからダウンロードできます。

　1.  届出関係

消費税課税事業者選択届
出書（第1号様式）を提
出した事業者は届出は必
要ありません。
なお、課税事業者の選択
をやめようとする場合は、
消費税課税事業者選択不
適用届出書（第2号様式）
の提出が必要です。

注2

既にこの届出書を提出し
ている事業者は、提出後
引き続いて課税事業者で
ある限り、再度提出する
必要はありません。

注1

事業を廃止した場合を除
き、課税事業者となった
日から2年間は、この届
出による課税事業者のと
りやめはできません。
なお、調整対象固定資産
の課税仕入れを行った場
合で、一定の要件に該当
する場合は、一定期間提
出できません。（参照→
P21）

注4

届出後2年間は、事業を
廃止した場合を除き、継
続適用しなければなりま
せん。また、消費税課税
事業者選択不適用届出書
（第2号様式）が提出され
ない限り、その効力は存
続します。

注3

法人税法第148条に規
定する法人設立届出書に
おいて、新設法人に該当
する旨を記載して提出し
ている場合は提出する必
要はありません。

注5

届出が必要な場合 届出書名 提出時期

消費税課税事業者
届出書
（基準期間用）

基準期間における課税売上
高が1,000万円超となった
とき

事由が生じた場合、
速やかに提出（注1）

第3-（1）号
様式

消費税課税事業者
届出書
（特定期間用）

特定期間における課税売上
高が1,000万円超となった
とき

事由が生じた場合、
速やかに提出

第3-（2）号
様式

消費税の納税義務
者でなくなった
旨の届出書

基準期間における課税売上
高が1,000万円以下となっ
たとき

事由が生じた場合、
速やかに提出（注2）第5号

様式

高額特定資産の取得
等に係る課税事業者
である旨の届出書

高額特定資産の仕入れ等を行っ
たことにより消費税法第12条
の4第1項又は第2項の適用を
受ける課税期間の基準期間にお
ける課税売上高が1,000万円以
下となったとき

事由が生じた場合、
速やかに提出第5-(2)号

様式

消費税課税事業者
選択届出書

免税事業者が課税事業者に
なることを選択しようとす
るとき

選択しようとする
課税期間の初日の
前日まで（注3）

第1号
様式

消費税課税事業者
選択不適用届出書

課税事業者を選択していた
事業者が免税事業者に戻ろ
うとするとき

選択をやめようとす
る課税期間の初日の
前日まで（注4）

第2号
様式

事由が生じた場合、
速やかに提出（注5）

消費税の新設法人
に該当する旨の
届出書

新設法人に該当することと
なったとき 第10-（2）号

様式

事由が生じた場合、
速やかに提出

消費税の特定新規
設立法人に該当
する旨の届出書

特定新規設立法人に該当す
ることとなったとき 第10-（3）号

様式
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消費税課税事業者選択届
出書（第1号様式）を提
出した事業者や、適格請
求書発行事業者の登録を
受けている事業者は届出
は必要ありません。
なお、課税事業者の選択
をやめようとする場合は、
消費税課税事業者選択不
適用届出書（第2号様式）
の提出が必要です。

注2

既にこの届出書を提出し
ている事業者は、提出後
引き続いて課税事業者で
ある限り、再度提出する
必要はありません。

注1

事業を廃止した場合を除
き、課税事業者となった
日から2年間は、この届
出による課税事業者のと
りやめはできません。
なお、調整対象固定資産
の課税仕入れを行った場
合で、一定の要件に該当
する場合は、一定期間提
出できません。（参照→
P22）

注4

届出後2年間は、事業を
廃止した場合を除き、継
続適用しなければなりま
せん。また、消費税課税
事業者選択不適用届出書
（第2号様式）が提出され
ない限り、その効力は存
続します。

注3

法人税法第148条に規
定する法人設立届出書に
おいて、新設法人に該当
する旨を記載して提出し
ている場合は提出する必
要はありません。

注5

高額特定資産の仕入れ等を行っ
たことにより消費税法第12条
の4第1項から第3項までの適
用を受ける課税期間の基準期間
における課税売上高が1,000万
円以下となったとき

この章では、消費税の主な「届出」、「承認」、「許可」及び「登録」関係について説明します。
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特例の適用を受けよ
うとする事業年度終
了の日の属する課税
期間の末日まで（参照
→P53注3）
消費税の確定申告の
期限の延長特例の適
用をやめようとする事
業年度終了の日の属す
る課税期間の末日まで

届出等が必要な場合は？１4
この章では、消費税の主な「届出」、「承認」及び「許可」関係について説明します。

　事業者は、消費税法に規定されている各種の届出等の要件に該当する事実が発生し
た場合及び承認又は許可を受ける必要が生じた場合には、納税地の所轄税務署長に対
し、その旨を記載した届出書、申請書等を提出しなければなりません。
　詳しくは、国税庁ホームページの税務手続の案内（税目別一覧）の消費税をご参照
ください。
　なお、各様式は国税庁ホームページからダウンロードできます。

　1.  届出関係

消費税課税事業者選択届
出書（第1号様式）を提
出した事業者は届出は必
要ありません。
なお、課税事業者の選択
をやめようとする場合は、
消費税課税事業者選択不
適用届出書（第2号様式）
の提出が必要です。

注2

既にこの届出書を提出し
ている事業者は、提出後
引き続いて課税事業者で
ある限り、再度提出する
必要はありません。

注1

事業を廃止した場合を除
き、課税事業者となった
日から2年間は、この届
出による課税事業者のと
りやめはできません。
なお、調整対象固定資産
の課税仕入れを行った場
合で、一定の要件に該当
する場合は、一定期間提
出できません。（参照→
P21）

注4

届出後2年間は、事業を
廃止した場合を除き、継
続適用しなければなりま
せん。また、消費税課税
事業者選択不適用届出書
（第2号様式）が提出され
ない限り、その効力は存
続します。

注3

法人税法第148条に規
定する法人設立届出書に
おいて、新設法人に該当
する旨を記載して提出し
ている場合は提出する必
要はありません。

注5

届出が必要な場合 届出書名 提出時期

消費税課税事業者
届出書
（基準期間用）

基準期間における課税売上
高が1,000万円超となった
とき

事由が生じた場合、
速やかに提出（注1）

第3-（1）号
様式

消費税課税事業者
届出書
（特定期間用）

特定期間における課税売上
高が1,000万円超となった
とき

事由が生じた場合、
速やかに提出

第3-（2）号
様式

消費税の納税義務
者でなくなった
旨の届出書

基準期間における課税売上
高が1,000万円以下となっ
たとき

事由が生じた場合、
速やかに提出（注2）第5号

様式

高額特定資産の取得
等に係る課税事業者
である旨の届出書

高額特定資産の仕入れ等を行っ
たことにより消費税法第12条
の4第1項又は第2項の適用を
受ける課税期間の基準期間にお
ける課税売上高が1,000万円以
下となったとき

事由が生じた場合、
速やかに提出第5-(2)号

様式

消費税課税事業者
選択届出書

免税事業者が課税事業者に
なることを選択しようとす
るとき

選択しようとする
課税期間の初日の
前日まで（注3）

第1号
様式

消費税課税事業者
選択不適用届出書

課税事業者を選択していた
事業者が免税事業者に戻ろ
うとするとき

選択をやめようとす
る課税期間の初日の
前日まで（注4）

第2号
様式

事由が生じた場合、
速やかに提出（注5）

消費税の新設法人
に該当する旨の
届出書

新設法人に該当することと
なったとき 第10-（2）号

様式

事由が生じた場合、
速やかに提出

消費税の特定新規
設立法人に該当
する旨の届出書

特定新規設立法人に該当す
ることとなったとき 第10-（3）号

様式
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消費税課税事業者選択届
出書（第1号様式）を提
出した事業者や、適格請
求書発行事業者の登録を
受けている事業者は届出
は必要ありません。
なお、課税事業者の選択
をやめようとする場合は、
消費税課税事業者選択不
適用届出書（第2号様式）
の提出が必要です。

注2

既にこの届出書を提出し
ている事業者は、提出後
引き続いて課税事業者で
ある限り、再度提出する
必要はありません。

注1

事業を廃止した場合を除
き、課税事業者となった
日から2年間は、この届
出による課税事業者のと
りやめはできません。
なお、調整対象固定資産
の課税仕入れを行った場
合で、一定の要件に該当
する場合は、一定期間提
出できません。（参照→
P22）

注4

届出後2年間は、事業を
廃止した場合を除き、継
続適用しなければなりま
せん。また、消費税課税
事業者選択不適用届出書
（第2号様式）が提出され
ない限り、その効力は存
続します。

注3

法人税法第148条に規
定する法人設立届出書に
おいて、新設法人に該当
する旨を記載して提出し
ている場合は提出する必
要はありません。

注5

高額特定資産の仕入れ等を行っ
たことにより消費税法第12条
の4第1項から第3項までの適
用を受ける課税期間の基準期間
における課税売上高が1,000万
円以下となったとき

この章では、消費税の主な「届出」、「承認」、「許可」及び「登録」関係について説明します。
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特例の適用を受けよ
うとする事業年度終
了の日の属する課税
期間の末日まで（参照
→P53注3）
消費税の確定申告の
期限の延長特例の適
用をやめようとする事
業年度終了の日の属す
る課税期間の末日まで

届出等が必要な場合は？１4
この章では、消費税の主な「届出」、「承認」及び「許可」関係について説明します。

　事業者は、消費税法に規定されている各種の届出等の要件に該当する事実が発生し
た場合及び承認又は許可を受ける必要が生じた場合には、納税地の所轄税務署長に対
し、その旨を記載した届出書、申請書等を提出しなければなりません。
　詳しくは、国税庁ホームページの税務手続の案内（税目別一覧）の消費税をご参照
ください。
　なお、各様式は国税庁ホームページからダウンロードできます。

　1.  届出関係

消費税課税事業者選択届
出書（第1号様式）を提
出した事業者は届出は必
要ありません。
なお、課税事業者の選択
をやめようとする場合は、
消費税課税事業者選択不
適用届出書（第2号様式）
の提出が必要です。

注2

既にこの届出書を提出し
ている事業者は、提出後
引き続いて課税事業者で
ある限り、再度提出する
必要はありません。

注1

事業を廃止した場合を除
き、課税事業者となった
日から2年間は、この届
出による課税事業者のと
りやめはできません。
なお、調整対象固定資産
の課税仕入れを行った場
合で、一定の要件に該当
する場合は、一定期間提
出できません。（参照→
P21）

注4

届出後2年間は、事業を
廃止した場合を除き、継
続適用しなければなりま
せん。また、消費税課税
事業者選択不適用届出書
（第2号様式）が提出され
ない限り、その効力は存
続します。

注3

法人税法第148条に規
定する法人設立届出書に
おいて、新設法人に該当
する旨を記載して提出し
ている場合は提出する必
要はありません。

注5

届出が必要な場合 届出書名 提出時期

消費税課税事業者
届出書
（基準期間用）

基準期間における課税売上
高が1,000万円超となった
とき

事由が生じた場合、
速やかに提出（注1）

第3-（1）号
様式

消費税課税事業者
届出書
（特定期間用）

特定期間における課税売上
高が1,000万円超となった
とき

事由が生じた場合、
速やかに提出

第3-（2）号
様式

消費税の納税義務
者でなくなった
旨の届出書

基準期間における課税売上
高が1,000万円以下となっ
たとき

事由が生じた場合、
速やかに提出（注2）第5号

様式

高額特定資産の取得
等に係る課税事業者
である旨の届出書

高額特定資産の仕入れ等を行っ
たことにより消費税法第12条
の4第1項又は第2項の適用を
受ける課税期間の基準期間にお
ける課税売上高が1,000万円以
下となったとき

事由が生じた場合、
速やかに提出第5-(2)号

様式

消費税課税事業者
選択届出書

免税事業者が課税事業者に
なることを選択しようとす
るとき

選択しようとする
課税期間の初日の
前日まで（注3）

第1号
様式

消費税課税事業者
選択不適用届出書

課税事業者を選択していた
事業者が免税事業者に戻ろ
うとするとき

選択をやめようとす
る課税期間の初日の
前日まで（注4）

第2号
様式

事由が生じた場合、
速やかに提出（注5）

消費税の新設法人
に該当する旨の
届出書

新設法人に該当することと
なったとき 第10-（2）号

様式

事由が生じた場合、
速やかに提出

消費税の特定新規
設立法人に該当
する旨の届出書

特定新規設立法人に該当す
ることとなったとき 第10-（3）号

様式
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法人の消費税異動
届出書

法人の納税地等に異動があ
ったとき

注10

個人事業者が死亡したことに
より、相続人が消費税及び地方
消費税の確定申告書の提出を
した場合において、「死亡した
事業者の消費税及び地方消費
税の確定申告明細書」を提出し
ている場合には、提出する必要
はありません。

なお、個人事業者は、消費税異
動届出書の提出は不要です。

（注9）

（注10）

インボイス
第9号
様式

第20-（4）号
様式
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臨時販売場を設置しようと
する事業者に係る承認を受
けようとするとき

臨時販売場を設置し
ようとする事業者に
係る承認申請書
（一般型・手続委託型用）、
（自動販売機型用）

（注11）

（注12）

（注13）

（注14）

（注16）

（注14）（注15）

7

10

12
（13）号

、

※各承認申請書（第20-（7）号様式、第20-（10）号様式、第20-（12）号、（13）号様式を除く）は、2通提出し
　てください。

承認申請書を、適用を受け
ようとする課税期間の末日
までに提出し、同日の翌日
から同日以後１月を経過す

なお、課税売上割合に準ずる
割合の不適用届出書(第23号
様式)が提出されない限り、
その効力は存続します。

る日までの間に承認を受け
た場合は、当該課税期間の
末日においてその承認があ
ったものとみなされます。

注11

注12

注13

注14

注15

注16

インボイス第９号様
式

号、（15）14

適格請求書発行事業者登
録簿に登載された事項に
変更があった場合

適格請求書発行事業
者登録簿の登載事項
変更届出書

事由が生じた場合、
速やかに提出

届出が必要な場合 届出書名 提出時期

インボイス
第2-（2）号　
様式　

適格請求書発行事業者の登
録をやめようとするとき

適格請求書発行事業
者の登録の取消しを
求める旨の届出書

登録の取消しを求める
課税期間の初日から起
算して15 日前の日まで

インボイス
第3号　
様式　

適格請求書発行事業者で
ある個人事業者が死亡し
たとき

適格請求書発行事業者
の死亡届出書

事由が生じた場合、
速やかに提出

インボイス
第4号　
様式　

18
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、（自
動販売機型用）（注18）

（注11）

（注17） 、（3）号

注17

注18

インボイス
第１-（3）号　
様式　

4. 登録関係

国内事業者が適格請求書発行事業者の
登録を受けようとするとき

登録が必要な場合 登録申請書名 提出時期

適格請求書発行事業者の登録
申請書（国内事業者用） P76～P77参照

インボイス
第１-（4）号　
様式　

国外事業者が適格請求書発行事業者の
登録を受けようとするとき

適格請求書発行事業者の登録
申請書（国外事業者用） P76～P77参照
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適格
請求
書

発行
事業
者

臨時販売場を設置しようと
する事業者に係る承認を受
けようとするとき

臨時販売場を設置し
ようとする事業者に
係る承認申請書
（一般型・手続委託型用）、
（自動販売機型用）

（注11）

（注12）

（注13）

（注14）

（注16）

（注14）（注15）

7

10

12
（13）号

、

※各承認申請書（第20-（7）号様式、第20-（10）号様式、第20-（12）号、（13）号様式を除く）は、2通提出し
　てください。

承認申請書を、適用を受け
ようとする課税期間の末日
までに提出し、同日の翌日
から同日以後１月を経過す

なお、課税売上割合に準ずる
割合の不適用届出書(第23号
様式)が提出されない限り、
その効力は存続します。

る日までの間に承認を受け
た場合は、当該課税期間の
末日においてその承認があ
ったものとみなされます。

注11

注12

注13

注14

注15

注16

インボイス第９号様
式

号、（15）14

適格請求書発行事業者登
録簿に登載された事項に
変更があった場合

適格請求書発行事業
者登録簿の登載事項
変更届出書

事由が生じた場合、
速やかに提出

届出が必要な場合 届出書名 提出時期

インボイス
第2-（2）号　
様式　

適格請求書発行事業者の登
録をやめようとするとき

適格請求書発行事業
者の登録の取消しを
求める旨の届出書

登録の取消しを求める
課税期間の初日から起
算して15 日前の日まで

インボイス
第3号　
様式　

適格請求書発行事業者で
ある個人事業者が死亡し
たとき

適格請求書発行事業者
の死亡届出書

事由が生じた場合、
速やかに提出

インボイス
第4号　
様式　

18
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注11

承認申請書を、適用を受け
ようとする課税期間の末日
までに提出し、同日の翌日
から同日以後１月を経過す
る日までの間に承認を受け
た場合は、当該課税期間の
末日においてその承認があ
ったものとみなされます。

注19

注20

注21（注21）

　災害等のやむを得ない事情（注19）により、その課税期間開始前に
消費税課税事業者選択（不適用）届出書又は消費税簡易課税制度選
択（不適用）届出書の提出ができなかった場合には、納税地の所轄
税務署長の承認を受けることにより、その課税期間の初日の前日に
届出書を提出したものとみなされます。
　これにより、その課税期間から課税事業者の選択（簡易課税制度
の選択）をし、又は選択をやめることができることになります。（注20）
　当該特例を受けるためには、「消費税課税事業者選択（不適用）
届出に係る特例承認申請書」又は「消費税簡易課税制度選択（不適
用）届出に係る特例承認申請書」と併せて、当該特例を受けようと
する届出書を提出してください。

例 この特例は、例えば次のような場合に適用されます。

1　 当課税期間に災害が発生したことにより、翌課税期間から課税
事業者を選択しようとする事業者が、選択しようとするその課税
期間開始前までに「消費税課税事業者選択届出書」を提出するこ
とができなかった場合
2　 当課税期間に災害が発生したことにより、簡易課税制度を選択
している事業者が、翌課税期間から簡易課税制度の適用を受ける
ことをやめようとする場合において、そのやめようとする課税期
間開始前までに「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」を提出
することができなかった場合

　災害等の有無や状況等
は、個々の事業者の方に
よって区々です。
　災害等による届出の特
例が適用できるかどうかや
必要となる手続等につい
ては、所轄の税務署にご相
談ください。
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（注22）

（注23）

（注24）

（注24）

（注24）

注22

注23

注24

近年では、「令和２年７月豪
雨」や、「令和6年能登半島地
震」が指定されています。

22 47

23 47

24 47

42

として、次の災害特例が設けられました。この災害特例は、特定非常災害
が発生した場合に、その特定非常災害の被災事業者について適用されます。
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5.

適格
請求
書

発行
事業
者

注11

承認申請書を、適用を受け
ようとする課税期間の末日
までに提出し、同日の翌日
から同日以後１月を経過す
る日までの間に承認を受け
た場合は、当該課税期間の
末日においてその承認があ
ったものとみなされます。

注19

注20

注21（注21）

　災害等のやむを得ない事情（注19）により、その課税期間開始前に
消費税課税事業者選択（不適用）届出書又は消費税簡易課税制度選
択（不適用）届出書の提出ができなかった場合には、納税地の所轄
税務署長の承認を受けることにより、その課税期間の初日の前日に
届出書を提出したものとみなされます。
　これにより、その課税期間から課税事業者の選択（簡易課税制度
の選択）をし、又は選択をやめることができることになります。（注20）
　当該特例を受けるためには、「消費税課税事業者選択（不適用）
届出に係る特例承認申請書」又は「消費税簡易課税制度選択（不適
用）届出に係る特例承認申請書」と併せて、当該特例を受けようと
する届出書を提出してください。

例 この特例は、例えば次のような場合に適用されます。

1　 当課税期間に災害が発生したことにより、翌課税期間から課税
事業者を選択しようとする事業者が、選択しようとするその課税
期間開始前までに「消費税課税事業者選択届出書」を提出するこ
とができなかった場合
2　 当課税期間に災害が発生したことにより、簡易課税制度を選択
している事業者が、翌課税期間から簡易課税制度の適用を受ける
ことをやめようとする場合において、そのやめようとする課税期
間開始前までに「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」を提出
することができなかった場合

　災害等の有無や状況等
は、個々の事業者の方に
よって区々です。
　災害等による届出の特
例が適用できるかどうかや
必要となる手続等につい
ては、所轄の税務署にご相
談ください。
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詳しくは、国税庁ホームページに掲載してい
るパンフレット「特定非常災害に係る消費税
の届出等に関する特例」をご参照ください。
なお、令和６年能登半島地震の被災事業者に
ついては、パンフレット「令和６年能登半島
地震により被害を受けた事業者の方へ 消費
税の届出等に関する特例等について」をご参
照ください。

［6］適格請求書発行事業者が被災事業者となった場合の適格請求書発行
事業者の登録の取消しを求める特例
　被災事業者である適格請求書発行事業者（基準期間における課税
売上高が1,000万円以下である者に限ります。）が、その被害を受け
たことによって、適格請求書発行事業者の登録の取消しを求める場
合には、指定日までに所轄税務署長へ「適格請求書発行事業者の登
録の取消しを求める旨の届出書」を提出することにより、その提出
日の翌日から適格請求書発行事業者の登録を取り消すことができま
す（この場合、原則としてその提出日の属する課税期間は納税義務
が免除され、免税事業者となります。）。
　なお、「消費税課税事業者選択届出書」を提出している適格請求
書発行事業者（基準期間における課税売上高が1,000万円以下である
者に限ります。）については、指定日までに「消費税課税事業者選
択不適用届出書」を提出することにより、その提出日の属する課税
期間の納税義務が免除されるとともに、「適格請求書発行事業者の
登録の取消しを求める旨の届出書」を提出したとみなされ、その提
出日の翌日から適格請求書発行事業者の登録も取り消されることと
なります。


